別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：公衆衛生費　　　目：食品衛生指導費
	事業名:食品製造・流通安全確保対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　生活衛生課　食品指導担当　電話番号：058-272-1111（内2564）

　　　　　 E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：20,533千円（前年度予算額：20,948千円）
	事業内容


	１　事業の内容


（1） 輸入食品対策事業

県内に流通する輸入食品の安全性確保を目的とし、県民の健康上の危害を未然防止し、輸入食品に対する安心感の向上を図るため、残留物質検査等を実施する。

①残留農薬等検査　　　　　検査数　120食品
②食品添加物検査　　　　　検査数　101食品
③遺伝子組換え検査　　　　検査数   32食品
④食肉中の残留物質検査　　検査数　 65食品
（２）残留農薬等体制強化事業

　　　残留農薬等による県民の健康上の危害を未然防止し、県民の食に対する安心感の

向上を図るため、農産物の残留農薬等の検査を行う。

①農薬（農産物）　　　　　検査数　70食品
②農薬（牛乳）　　　　　　検査数　 4食品
③ＰＣＢ　　　　　　　　　検査数　 2食品
④重金属（カドミウム等）　検査数　 8食品
⑤抗生物質　　　　　　　　検査数　11食品
⑥合成抗菌剤　　　　　　　検査数　11食品
（３）食品表示適正化事業
　　　食品添加物、遺伝子組換え食品、アレルギー物質の検査を実施し、科学的な根拠

に基づいた食品事業者への監視指導を行うことで、食品表示の適正化及び原材料
等の安全使用の推進を図る。

①食品添加物　　　　　検査数　320食品
②遺伝子組換え食品　　検査数　 32食品
③アレルギー物質　　　検査数　 32食品
（４）食肉中の残留物質検査

　　　県内に流通する国産及び輸入食肉について、動物用医薬品の検査を実施する。
　　　①抗生物質・合成抗菌剤　　　検査数　230食品
　　　②内部寄生虫用剤　　　　　　検査数　 60食品
　　　③ホルモン剤　　　　　　　　検査数　 10食品
（５）食品添加物検査信頼性確保

４保健所に設置されている５台の高速液体クロマトグラフのメンテナンス（部品
交換を含む）を業者へ委託する。
（６）残留農薬等機器維持管理

保健環境研究所に配備されている高速液体クロマトグラフ及び液体クロマトグラ

フ質量分析計の保守点検を業者へ委託する。
	２　所要経費


（１）輸入食品対策事業（7,127千円）
（２）残留農薬等体制強化事業（6,563千円）
（３）食品表示適正化事業（1,434千円）
（４）食肉中の残留物質検査（1,449千円）

（５）食品添加物検査信頼性確保（1,910千円）
（６）残留農薬等機器維持管理（2,050千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　５　安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

　　　・輸入加工食品を含む県内流通食品についての残留農薬検査を行う
	２　これまでの取組状況


（１）輸入食品対策事業

平成21年度は、輸入食品の残留農薬等の検査を120食品について実施した。
また、輸入食品について、食品添加物の検査を88食品、遺伝子組換え検査を32
食品、食肉中の残留物質検査を65食品、それぞれ実施したところ、違反は発見さ

れなかった。
（２）残留農薬等体制強化事業

　　　平成21年度は、農薬検査（農産物）64食品、農薬検査（牛乳）４食品、ＰＣＢ検

査２食品、重金属３食品、抗生物質11食品、合成抗菌剤11食品について検査を

実施したところ、違反は発見されなかった。

（３）食品表示適正化事業

　　　食品添加物332食品、遺伝子組換え食品32食品、アレルギー物質32食品につい
て検査を実施したところ、２件について表示違反が判明し、表示の訂正などを指

導した。
（４）食肉中の残留物質検査

　　　抗生物質等230食品、内部寄生虫用剤60食品、ホルモン剤10食品について検査
を実施したところ、違反は発見されなかった。
（５）食品添加物検査信頼性確保
平成21年度は、３台の高速液体クロマトグラフのメンテナンス（部品交換を含む）
を業者へ委託し、適正に稼働していることを確認した。
（６）残留農薬等機器維持管理

保健環境研究所に配備されている高速液体クロマトグラフ及び液体クロマトグラ

フ質量分析計の保守点検を業者へ委託し、適正に稼働していることを確認した。

	３　これまでの取組に対する評価


　食品の安全・安心に対する県民の不安の高まりを考慮し、県内に流通する輸入食品を中心に残留農薬、食品添加物等の検査を実施した。
特に、県民の関心が高い残留農薬について、１農産物あたりの検査対象農薬数を拡充した（平成21年度末現在：190項目）。今後も、検査技術の研鑽に努め、検査対象農薬数の拡充を図る。

引き続き、輸入食品を中心として県内に流通する食品の残留農薬検査、食品添加物検査等を実施する。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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